
取引相場のない株式を移動する

場合のケーススタディ
～株式の時価とみなし贈与などの課税問題～

事業承継が大きな問題となり、分散株式の集約等自社株式を移動するケースはこれまで以上に増加しています。しかし、実務上、こ

の自社株式の移動に際しての税務上の適正額の判断は非常に難解なものとなっています。一般的に考えていることと、税務の考え方

には隔たりがあります。ちょっとした違いで評価がまったく相違して課税されてしまうので、注意しなければならないことが多くあります。

そこで今回は、自社株式の移動にあたっての税務上の適正額の判断、その他の留意事項を解説いたします。顧問先である会社に対し

て税理士としてアドバイスしなければならない事項をケーススタディで整理します。

受講料 関東信越ミロク会計人会会員 1人目 無料
〃 2人目以降 2,000円（税込）

TVS加入者 5,000円（税込）
一 般 7,000円（税込）

※表示されている価格に消費税は含まれております。
※テキストのみの販売はいたしておりません。

講 師 税理士 谷中 淳（やなか あつし）

ＭＪＳ税経システム研究所客員研究員

２０１８.１０.１２ (金) １３:３０～１６:３０ (開場 １３:１０）

茨城県開発公社ビル 2階 中会議室
水戸市笠原町978-25 TEL：029-301-7003 FAX：029-301-7010 
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------ご記入いただく情報について ---------
お申し込みの際にご記入いただくお客様の個人情報は、当イベントの受付業務にあたり名簿作成を行いお客様への対応をする上で必要なものです。お申し込みいただいた個人情報につきましては、セミナー講師、協賛各社および業務委託先へ提供する場合があります。また、お預かりした情報は、今後開催される各
種イベント、セミナーおよび勉強会のご案内や当社および協賛各社からの業務内容や製品情報のご案内、保険代理業に関するご案内に、利用させていただくことがあります。したがいまして、上欄にご記入いただきましたお客様の個人情報は、以下の目的以外には使用致しません。
□当イベント、セミナーおよび勉強会の運営、□協賛各社より、今後のイベント、セミナーおよび勉強会のご案内、□協賛各社が提供する業務や商品のご案内なお、ご記入頂いた情報に関する当社および協賛各社への開示・訂正・削除・その他等は案内書に掲載しているお問い合わせ先までご連絡ください。当社の個
人情報保護に関するお問い合わせは、「個人情報お問い合わせ窓口」にお願いいたします。電話：03-5361-7011(平日9：00～12：00、13：00～17：00受付) FAX：03-5360-3430 Email：priv@mjs.co.jp 当社セキュリティポリシー：http://www.mjs.co.jp/securitypolicy/index.html※個人情報取扱い詳細につきましてはホー
ムページにてご覧ください。・ミロク会計人会連合会（https://www.mirokukai.ne.jp/privacy/index.html） ・（株）ミロク情報サービス （http://www.mjs.co.jp/securitypolicy/index.html）

お問合せ先：
株式会社ミロク情報サービス さいたま支社 担当:本田恵 岩瀬友希
〒330-0802 さいたま市大宮区宮町2-35 大宮MTビル10階
TEL 048-647-3091 FAX 048-647-3540

○○税理⼠会認定研修
⽇本FP協会継続教育単位認定研修○単位関東信越税理⼠会認定研修

⽇本FP協会継続教育単位認定研修3単位(申請中)
主催︓関東信越ミロク会計⼈会
共催︓株式会社ミロク情報サービス

研修概要

税理士会登録支部 登録番号

支部 第 号
※当会より、税理士会認定研修受講報告を行うため、必ずご記入ください。

・中堅企業の株式に関する会社法上の留意点

・実務として取り組むときに必要な手続きは何か

・株主から買取請求がきたらどうするか

・取引相場のない株式の税法上の時価と考え方

・個人から法人への移動と法人から個人への移動

で留意すること

・個人から個人へ株式を移動するときの留意事項

・低額、高額での売買の時の考え方

・従業員、従業員持株会との取引

・自己株式として取得する場合の留意事項

略歴：一般企業・税理士法人での勤務を経て、税理士法人おおたかに入社。

中小法人～大法人までの法人顧問業務の他、事業承継・相続対策の資産

税業務も数多く行う。また、セミナー講師等も積極的に行う。主な著書：『平

成30年度よくわかる税制改正と実務の徹底対策』（日本法令・共著）。

セミナー概要や、講師プロフィールの詳しい内容は、

MJSコーポレートサイト＞セミナー・研修会のページ

http://www.mjs.co.jp/seminar/kanto
をご覧ください。

※TVSは株式会社ミロク情報サービスの登録商標です。


